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事後評価の実施時期等 【事後評価の実施時期】
　法律の施行後３年以内に、改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。
【事後評価に向けて把握する指標（費用・効果等）】
　実験等無線局の開設状況（開設者、実験等の目的、無線設備の規格及び無線設備の設置場所等）を把握することとする。

備考 本件の改正は、我が国の電波利用環境を適正に維持しつつ、一定の条件に適合する実験等無線局を開設・運用できるようにするため、必要最低限の範囲で制度整備を行うものであり、現時
点において代替案は想定されない。

我が国向けに販売されておらず技術基準適合証明等を取得していない、最先端の無線設備（スマートフォンやセンサー等）を用いた実験等無線局について、簡易な手続きにより開設・運用する
ことが可能となり、これまでは断念せざるを得なかった実験等の実施が可能となることから、我が国の研究現場におけるイノベーションが促進される。
（想定される実験等の例）
①我が国で未販売のスマートフォンを用いたアプリの開発・保守のための実験等
②我が国で未販売の無線設備を用いたICTサービスについて我が国での市場性を評価するための実験等
③新製品開発の参考とするために、我が国で未販売のスマートフォンやセンサー等を用いて行う実験等

最新の技術やアイデアを取り入れた革新的な新製品（例：IoTセンサー、ドローン）やサービス（例：最新IoT機器を用いた機器点検ソリューション）を開発するための実験等が促進され、ひいては
我が国経済の活性化や国際競争力強化に繋がることが期待される。
　今回の制度改正により、相当基準に適合している無線設備を用いた実験等無線局の簡易な手続きによる開設・運用が可能となり、その結果、最新の技術やアイデアを取り入れた革新的な新
製品やサービスを開発するための実験等が促進され、ひいては我が国経済の活性化や国際競争力強化に繋がることが期待される。
　一方で、一定の行政費用が新たに発生するものの、技術基準適合証明等の取得に係る金銭的コスト及び人的コストは低減するため、全体としての費用の増加はないか、あっても限定的であ
る。
　以上のことから、今回の制度改正に伴う便益はその費用を上回ると考えられるため、今回の制度改正は適切かつ合理的なものであると考えられる。

費用と効果（便益）の関係

その他関連事項 【事前評価の活用状況】
・規制改革推進に関する第3次答申（平成30年６月４日）
　「技術基準適合証明未取得機器について、電波による実験、試験等の迅速化の観点から、申請内容の簡素化も含め、簡便な手続で無線局の使用を可能とする」こと及び「電波法に定める技
術基準に相当する技術基準に準拠したWi-Fi、Bluetooth、Zigbeeなどを利用した無線設備について、調査・試験・研究開発等の非商業用途に関しては、技術基準適合証明を取得せずとも海外
より持ち込み、利用可能とすることについて、研究開発等を目的とすることを踏まえて、利用可能期間を６か月以上の長期とすることを含めて検討し、速やかに制度改正を行い、所要の措置を
講ずる」こととされている。

・電波有効利用成長戦略懇談会（平成30年８月）
　法第３章に定める技術基準に相当する技術基準に適合したWi-Fi等の無線設備を使用して開設する無線局を、我が国で割り当てている周波数帯において調査、研究、試験等の用途で利用す
る場合に限り、技術基準適合証明を取得せずとも利用を可能とすることが適当とされている。

規制の効果（便益）

　今回の制度改正において、新たに生じる行政費用は次のとおり。
①　新法第４条の２第２項、第４項及び第６項の届出の処理に要する費用
②　同条第３項により読み替えて適用する第82条の無線局に対する監督に要する費用
③　新法第４条の２第５項により準用する第38条の20及び第38条の21第１項の報告徴求・立入検査等に要する費用
④　新法第103条の６第２項の許可に要する費用
　このうち、④については、新たに発生する行政費用は限定的であるが、①については、利用者の利便性を高めるべくシステムを構築することとした場合、当該システム構築に係る費用が発生
する。また、②及び③については、新制度を適正に運用するためには相応のチェック体制を整える必要があり、そのための費用が発生する。

　相当基準に適合しているWi-Fi等の無線設備を用いた実験等無線局を開設しようとする者は、当該実験等無線局の開設に係る届出手続、届出事項の変更に係る届出手続及び開設した実験
等無線局の廃止に係る届出手続を行うことが必要となるが、これらの届出手続は、定められた様式により必要最小限の事項を届け出ることで足り、また、申請手数料は発生しないため、遵守費
用は限定的である。
　また、第一号包括免許人は、法第３章に定める技術基準に相当する技術基準に適合しているLTE等の無線設備を使用する実験等無線局を運用する際に、総務省令等で定める方法により改
正後の法（以下「新法」という。）第103条の６（現行法第103条の５）に基づく総務大臣の許可を受けるための申請手続を行う必要があるが、当該手続は、現行法第103条の５に基づく手続を基に
するものであり新たに発生する負担も多大でないと見込まれ、また、申請手数料は発生しないため、第一号包括免許人に発生する遵守費用は限定的である。

規制の目的、内容及び必要性等 【規制を実施しない場合の将来予測（ベースライン）】
 現在、Wi-Fi、Bluetooth、ZigBeeやLTEといった無線規格を用いた無線設備（スマートフォンやセンサー等）が国際的に活発に開発され流通しているが、これらの無線設備の中には我が国では
販売されず、我が国の技術基準適合証明等を取得していないものが増加している。我が国においても経済活性化や国際競争力強化の観点から、これらの無線設備を用いた実験、試験及び調
査（以下「実験等」という。）を行うニーズが高まっている。しかし、現行制度において実験等を行うには、実験等に用いる無線設備について技術基準適合証明等を受けることが必要となるとこ
ろ、一定の事情（詳細後述）により、当該実験等を行うことが困難なケースが生じている。この状況は、現行制度を維持する限り、今後も引き続き継続するため、そのような技術基準適合証明等
を取得していない、最先端の無線設備を用いた実験等を迅速かつ容易に実施することが困難な状況をベースラインとする。

【課題及び課題の発生原因】
　上述のとおり、現在、国際的に活発に開発され流通しているものの、我が国では販売されず、我が国の技術基準適合証明等を取得していない無線設備（スマートフォンやセンサー等）を用い
た実験等を行うニーズが高まっているものの、現行制度において実験等を行うには、実験等に用いる無線設備について技術基準適合証明等を受けることが必要となるところ、次の事情により、
当該実験等を行うことが困難なケースが生じている。
①実験等を要望している事業者は無線設備の開発元ではないため、技術基準適合証明等を受けるために必要な無線設備に関する情報を有していないこと
②当該事業者は、当該無線設備の開発元に必要な情報の提供を求めることになるが、開発元から情報提供を受けられない場合があること
③相当の期間や費用をかければ情報提供を受けられる場合もあり得るが、最新の技術を反映した製品やアプリ・サービスは迅速に提供しないと事業機会を逸するため、相当の期間や費用を
要する場合には実験等の意義が乏しくなること
　このことから、現行制度では、我が国向けに販売されておらず技術基準適合証明等を取得していない、最先端の無線設備を用いた実験等が迅速かつ容易に行えずないという課題が生じてい
る。

【規制の内容】
　上述の課題及び課題の発生原因を踏まえ、電波法（以下「法」という。）第３章に定める技術基準に相当する技術基準（以下「相当基準」という。）に適合しているWi-Fi等の無線設備を用いて実
験等無線局を開設しようする者は、総務大臣への届出ができることとし、届出の日から最長180日間に限り、当該無線設備を適合表示無線設備とみなして、免許を受けずに当該実験等無線局
を開設することを可能とする。
　また、相当基準に適合しているLTE等の無線設備を使用する実験等無線局について、総務大臣の許可を受けた場合、第一号包括免許人（携帯電話事業者等）が当該無線局を運用することを
可能とする。

規制の費用

規制の事前評価書（要旨）

政策の名称 実験等無線局の開設及び運用に係る特例の整備
担当部局 総務省　総合通信基盤局　電波政策課
評価実施時期 平成　31年　２月
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